
 
 

２０２２年２月２５日 

 

イオンモール株式会社 

 

個人投資家向けサステナビリティ・リンク・ボンドの発行に関するお知らせ 

 
 イオンモール株式会社（以下、「当社」）は、当社のＥＳＧへの取り組みを個人投資家の皆さまに広く周

知し、地域の皆さまと一体となって推進するため、国内初となる個人投資家向けのサステナビリティ・リン

ク・ボンド（*1）（以下、「本社債」）を発行します。 
 

１．本社債発行の目的・背景 

当社は、地域とともに「暮らしの未来」をつくる Life Design Developer を経営理念に掲げ、商業ディベロッ

パーとしてショッピングモールの開発・管理・運営に加え、一人ひとりのライフステージを見据えたさまざ

まな機能を拡充することで、ショッピングのみならず、人との出逢いや文化育成なども含めた“暮らしの未

来”をデザインしています。 

２０２０年９月には、お客さまの暮らしそのものを創造していく企業としての責任や社会、ステークホル

ダーからの期待等を鑑み、更なるＥＳＧの取り組みを拡充し、持続可能な社会実現に貢献していくため、サ

ステナビリティボンド発行による資金調達を行い、新型コロナウイルス対策や東日本大震災復興支援等に充

当しました。さらに昨年１１月には、ＥＳＧ取り組み強化とその目標へのコミットを強めるため、当社初と

なるサステナビリティ・リンク・ボンド発行による資金調達を行いました。また、脱炭素への取り組みとし

て、２０４０年を目途に国内店舗で排出するCO2等を総量でゼロにすることをめざしています。これまで、

２０１０年度対比で２０２０年度エネルギー使用量５０％削減を目標に、空調運転の合理化、高効率および

省エネ機器の導入、店舗屋上などの太陽光システム設置、ＬＥＤ照明の導入等を進め、２０２０年実績で２０

１０年度対比エネルギー使用量５５.１％削減(床面積原単位)を達成しました。これらの削減策に加え、新た

にオフサイトでの再エネ発電からの調達、各地域での再エネ直接契約の推進等により、２０２５年度に国内

全てのイオンモールを実質的にCO2フリー電力で運営することを設定しました。CO2発生源の大部分が電気

使用であることから、国内のCO2総排出量は２０１３年度対比で２０２５年度は８０％の削減となります。 

今般、これらの取り組みを個人投資家の皆さまにも広く周知し、地域の皆さまと一体となってＥＳＧへの

取り組みを推進するため、本社債の発行を決定しました。これからも更なるＥＳＧへの取り組みを拡充し、持

続可能な社会の実現に貢献してまいります。 
 

２．本社債の概要 

発行年限 5年（予定） 

発行額 400億円（予定） 

発行時期 2022年 3月（予定） 

SPT（*2） 2025年度末における国内の全イオンモールで使用する電力の CO2フリー化  

判定後の債券特性 2025年度末の判定時に SPTの未達が確認された場合、[2026年 10月末]ま
でに本社債発行額の 0.2%相当額を寄付する。 
寄付先の候補は、ESG推進委員会にて SPT未達成の要因を精査の上、脱炭
素に資する活動をしている公益社団法人・公益財団法人・国際機関・自治
体認定 NPO法人・地方自治体やそれに準じた組織とし、「イオン行動規
範」等の取引先基準に照らして適切な先を選定のうえ取締役会が最終決定
する（現時点の候補として公益財団法人イオン環境財団（*3）を想定）。 

主幹事 みずほ証券株式会社（事務）、大和証券株式会社、野村證券株式会社、 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 
Sustainability-Linked 
Bond Structuring Agent
（*4） 

みずほ証券株式会社 

※その他詳細は決定後にお知らせします。 
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３．外部評価（セカンドオピニオン）の取得 

 本社債について、株式会社格付投資情報センター（R&I）より、国際資本市場協会（ICMA）の「サステナビ

リティ・リンク・ボンド原則」との適合性に対する外部評価（セカンドオピニオン）を取得しました。 

（https://www.r-i.co.jp/rating/esg/index.html） 

 

（*1）サステナビリティ・リンク・ボンド 

あらかじめ定められたサステナビリティ目標を達成するか否かによって条件が変化する債券のことを指す。 

調達資金が必ずしも特定の資金使途に限定される必要はなく、発行体があらかじめ定めた重要な評価指標（KPI）とSPTに

よって評価される。KPIに関して達成すべき目標数値としてSPTが設定され、KPIがSPTを達成したかどうかによって、債

券の条件が変化することで、発行体にSPT達成に向けた動機付けを与える債券。 

 

（*2）サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット（SPT） 

サステナビリティ・リンク・ボンドの発行条件を決定する発行体の経営戦略に基づく目標。 

 

（*3）公益財団法人イオン環境財団 

助成・支援、植樹、顕彰、環境教育を柱とした公益事業を営む（https://www.aeon.info/ef/）。イオンの基本理念「お客さ

まを原点に平和を追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献する」のもと、岡田卓也氏（イオン株式会社名誉会長相談役・

公益財団法人イオン環境財団理事長）他２名からの寄付を基本財産として１９９０年１２月設立。１９９１年に特定公益

増進法人の認可を受けた後、２００９年に公益財団法人に移行。 

 

（*4）Sustainability-Linked Bond Structuring Agent 

サステナビリティ・リンク・ボンドの商品設計およびセカンドオピニオン等外部の第三者評価の取得に関する助言等を通

じて、サステナビリティファイナンスの実行支援を行う者。 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件に関するお問い合わせ＞ 

イオンモール株式会社     社長室 広報グループ   TEL:０４３－２１２－６７３３ 

 

  

https://www.r-i.co.jp/rating/esg/index.html
https://www.aeon.info/ef/
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【参考】ESGに関する当社のマテリアリティ（重要課題） 

マテリアリティ分析を通じて中長期的な価値創造に大きく影響を及ぼす項目を特定。これらの項目  

について戦略や施策を立てて強化していくとともに、今後KPIの設定も含めて検討していきます。 

 

◼ マテリアリティ・マトリックス 

 

◼ マテリアリティへの対応施策 
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◼ 価値創造モデル 

ショッピングモールの開発から管理・運営まで、商業ディベロッパーとして培ってきた総合力を 

強みに、２０２５年の長期ビジョンに向けて価値創造の基盤を強化しながら、３つの事業展開を通じて価

値創造を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

・イオンモール ウェブサイト サステナビリティ 

https://www.aeonmall.com/sustainability/ 

・イオンモール ESGレポート２０２１ 

https://www.aeonmall.com/sustainability/pdf/ 

・イオンモール 統合報告書２０２１ 

https://www.aeonmall.com/static/detail/integrated/ 

・イオンモール ESGデータブック２０２０ 

https://www.aeonmall.com/sustainability/esgdatabook/ 

・イオン 脱炭素ビジョン２０５０（外部サイト） 

https://www.aeon.info/sustainability/datsutanso/ 

 

https://www.aeonmall.com/sustainability/pdf/
https://www.aeonmall.com/static/detail/integrated/
https://www.aeonmall.com/sustainability/esgdatabook/
https://www.aeon.info/sustainability/datsutanso/

